
　AI for Good Global Summit（以下、AIサミット）の7つ
のデジタルプログラムで紹介されたAIに焦点を当てた有望
なスタートアップ企業35社を、ヘルスケア・先進的AIソリュー
ション・環境＆アグリテック・チャットボット＆ロボットの分
野に分類し紹介する。本稿はAIサミットのプログラムを基
に、日本の関係者がサービスやソリューション開発をする上
で参考にしていただくため、不足している情報を該当企業
のホームページなどを調査しながらまとめたものである。

1．AIサミットとは
　政府、産業界、学術界、メディア、37の国連関係機関、
そしてACM（米国コンピュータ情報学会）、XPRIZE財団
をパートナーとして結集した、AIに関する国際的なイベント
である。開催の背景は、ITUや国連が、近年急速な進歩
を遂げるAIが社会的課題を解決し、国連の持続可能な開
発目標（以下、SDGs）の進展を加速させる大きな可能性を
秘めていると捉えているからである。世界中で生活を向上
させるためにAIをどのように活用するか、教育・医療・健
康福祉・商業・農業・宇宙など幅広い分野における活発な
議論や、産官学連携によるプロジェクトの生成を通じて、
SDGs実現を加速させるAIの実用化を目指している。

2．AIサミットのデジタルプログラムとは
　AIサミットは、2017年から年1回開催され、2020年で4回目
の開催となる予定だったが、COVID-19の影響で、2020年
内の会場イベントを中止し通年デジタルプログラムで開催され
ている。デジタルプログラムは、3月27日から毎週1回、1時
間半程度、ZoomをベースとしたWebinarで行われている。
モデレータ・講演者・パネリストによるディスカッションが主
な内容で、4月まではCOVID-19対策を中心に、5月からは
スタートアップの紹介や、発展途上国におけるICT導入の
課題など従来のAIサミットと同じように、幅広い分野を網
羅している。

3．ヘルスケア
　AIの活用が最も期待される医療業界であるが、実際は
規制が厳しく、AIの適応が進んでいない分野の一つといえ

る。しかし、AIと大量のデータを活用して今までとは異な
る切り口で分析を行い、プライマリーケアの現場など医療
従事者の役割に良い影響を及ぼし、患者にも計り知れない
利益をもたらす可能性を秘めている。

3.1　1DOC3（コロンビア）

　ラテンアメリカにローカライズされた医療知識データベー
ス、デジタルヘルスプラットフォームである。利用者は、専
用のアプリをダウンロードして、チャット形式で質問するこ
とができる。毎月30万人が利用している。匿名でも利用可
能で、400名ほどの医師が24時間365日年中無休で、1時間
以内に返事を返してくれる。ラテンアメリカでは元々民間の
保険に加入できず、簡単に病院へかかることが難しいため、
生まれたサービスである。AIは、医師に接続する診断前の
トリアージで使われている。BtoCモデルを採用し、主要顧
客である健康保険会社などから利用料を徴収し、エンド
ユーザの負担はない。スペイン及びスペイン語圏のラテンア
メリカ諸国で大手通信事業者Telefonicaや、米国の保険会
社MAPFREと契約して1年以上になる。ほかに、コロンビ
アの保険会社compensar、コロンビアのヘルスケアサービ
スを提供するSaludTotalとも提携している。

3.2　PROJECT CHILD GROWTH MONITOR（ドイツ）

　栄養失調の子供を診断測定するアプリ「Child Growth 
Monitor beta」を国連からの補助金や寄付で開発している。
栄養失調で毎年310万人の子供が亡くなっている。栄養失
調を目で見て判断するのは難しく、現在の測定の精度は3分
の1程度だという。COVID-19の影響で栄養失調の測定は
停止され、今後3000万人の子供が命を落とすとされる。ド
イツ政府、ユニセフ、ボストンコンサルティング、マイクロソ
フト、世界食糧計画、世界のモバイルネットワーク事業者を
代表する団体GSMA、ドイツ国際協力公社（GIZ）も協力し
ている。2021年リリース予定だったのを、COVID-19の影
響で開発を早めたため、精度は50％とのことだが、GDPR

（EUの一般データ保護規則）に準拠したアプリでオープン
ソースとしてGitHubで公開されている。3D拡張現実スキャ
ンと機械学習の組合せで、ARプラットフォームのGoogle 
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Project TangoやオープンソースであるGoogle TensorFlow
を活用している。手順を図1に示す。まず専用のアプリをス
マートフォンにダウンロードし、子供と1.5ｍの距離を保ち全
身が映るようにスキャンする。サーバに情報が上げられ、
AIによって栄養状態が診断される。

3.3　PraxisConcierge（ドイツ＆英国）

　ヘルスケアに特化した自動電話ボットサービス「Home 
Nurse」である。一部の機能がCOVID-19に対応するため、

「コロナモニタリング」として患者への定期的な自動呼び出
しや、症状の把握など状態の追跡に活用された。自動応答

サービスと対象者の会話の中から、ポイントとなる言葉を自
動的に記録する。開発の背景には、医療従事者不足に加え、
高齢化と慢性疾患の増加が医療現場を悪化させていること
がある。HomeNurseは、3つの主要コンポーネントからなる

（図2）。①患者が話している内容をテキストに転記する音声
合成システム（ASR）、②指定されたテキストの意味を理解
するチャットボットシステム（Chatbot）、③チャットボットの
出力テキストの自然な発音を生成し、電話回線で患者に返
信するテキスト読み上げシステム（TTC）。最先端の音声言
語テクノロジーを使用しており、2020年4月に開催された欧
州委員会主催のEUvsVirusハッカソンの勝者である。

■図1．Child Growth Monitor betaの手順

■図2．HomeNurseの仕組み
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3.4　MENDEL（米国）

　カルテなどの医療文書にある構造化されていない自然言
語の内容を理解して、患者の診療記録と付き合わせる臨床
AIテクノロジーである。臨床データは毎週更新されるので、
最適な治療方法を医師が把握するのは不可能であり、そ
れを支援するために開発された。医療分野ではデータの扱
いが原始的で、患者のデータの60％は印刷されたカルテな
どの紙媒体にあるため、ユーザのデータをOCR化・秘匿・
抽象化している。世界で唯一HIPAA＊の精度閾値（99％）
を超えるAI技術を持っているのが強みである。DARPA（米
防総省の研究機関）から複数回資金提供を受け、シリコン
バレーのベンチャーキャピタルDCMからも支援を受けてい
る。デロイトInsightでもユニークなユースケースとして特集
された。既に、カリフォルニア州Comprehensive Blood & 
Cancer Center（CBCC）のシステムに統合されている。
COVID-19対策では、独自のAIで5万を超えるコロナウィル
スの研究論文を吸収し、COVID-19に関する質問に答え
る新しい検索エンジンを立ち上げた（https://covid19.
mendel.ai/）。

3.5　BioTrillion（米国）

　病気を診断前に検出するニューロデジタルバイオマーカー
プラットフォーム「BioEngine4D」を開発している。図3が
示すように、診断後ではなく診断前の僅かな予兆から、深
刻な疾患をスマートフォンアプリで検出できるようにするの
が特徴である。現在は、心拍数がバイタルサインのスタン
ダードだが、次世代のバイタルサインは瞳孔反応が主流と
なり、認知機能、脳卒中や脳しんとうなどの予兆をデジタ

ル測定できる可能性を秘めている。将来的には、スマート
フォンアプリで日々の体調変化を記録することを想定してい
る。米国の半導体メーカー NVIDIA、米国のプライマリー
ケアサービスOne Medical Groupやそのほか著名なベン
チャーファンドなどから125万ドル（約1.3億円）以上調達し
ており、近々にパイロット研究を開始する予定となっている。

3.6　AALIA.tech（フランス）

　同じ言語を使わない医師と患者間のコミュニケーション
を容易にするスマートフォンを活用した音声アシストアプリ
である。フランス国内の調査によれば、患者の5人に1人は、
言葉の壁によって十分な医療が受けられておらず、医師と
異なる言語を話す患者は、同じ言語を話す患者よりも入院
する可能性が70％高くなるという。しかも、通訳を使うと
15分当たり約3,700円と費用もかかる。そこで、音声認識
及び合成技術だけではなく、自然言語と医療のコンテキス
トを理解して会話を合理化するシステムを構築した。医師
と異なる言語を話す患者とのコミュニケーションを促進する
とともに、医療ミスのリスクを低減することを目的としてい
る。現在、60以上の言語・方言に対応している。ビジネス
モデルはSaaS型で、料金などを表1に示す。

＊　Health Insurance Portability and Accountability Actoの略、2003年4月に米国で発効された医療情報の電子化の推進と、そ
れに関係するプライバシー保護やセキュリティ確保について定めた法律である。

■図3．BioEngine4Dの狙い

サービス名 フリー プレミアム プラチナ

料金 無料 49ユーロ
（約6,150円） 要問合せ

1カ月当り診断回数 3まで 100まで 無制限

サポート − あり あり

■表1　AALIA.techのビジネスモデル
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3.7　SYCAI TECHNOLOGIES（スペイン）

　腹部CT・臨床データとAIを駆使して、膵臓癌のリスクを
分析し予測する医療従事者を支援するためのツールであ
る。ヨーロッパの研究では、人口の25％にあたる1.5億人
が膵臓癌になる可能性があるにも関わらず、診断は半分以
下にとどまり重症化のリスクが高いという。ビジネスモデル
は、病院向けにBtoBのSaaS月額ライセンスを想定している。
病院のPACS（医療用画像管理システム）に統合することが
可能で、シンプルで直感的なユーザインタフェースが特徴と
なっている。ディープニューラルネットワークを使って、臓
器の意味的セグメンテーションを行って予測している。患者
の個人情報は収集せず、匿名化されたIDを使っている。

3.8　OCULAR（米国）

　独自開発の最先端ディープラーニングを活用したADHD
（注意欠陥・多動性障害）の自動診断ツールである。瞳孔
を測定することで、信頼性の高いADHD診断を実現してい
る（特許出願中）。PCのカメラで瞳孔のバイオメトリクスを
キャプチャし分析する。20〜25分ほどで診断されるという。
ADHDの誤診率は20％とされ、米国だけでも100万人を超
える人々がADHDと誤診されている。さらに、発展途上国
ではADHDは社会的な“恥”という考え方により診断されな
いことも多い。現状では、診断に6か月以上かかり、1、2年
様子を見る必要がある。費用も約20万ドル（約2170万円）

程度と貧困層には手が届かない。既に、地元の医科大学
や病院と提携し、今後患者50人を対象にした臨床試験も
控えている。

4．先進的AIソリューション
　今まで解決が難しかった社会的課題に対して、分かりや
すいインタフェースと既存システムとの連携を容易にする
APIをAIソリューションとしてパッケージ化することで、実
用化を急速に進めている。

4.1　IVOW（米国）

　文化的知性に焦点を当てたCulture Graph（APIプラット
フォーム）を提供している。Culture Graphは、企業が競
争力を維持するために活用するハイパー・パーソナライゼー
ションを実現するツールである。ハイパー・パーソナライゼー
ションとは、ターゲットユーザの興味や関心、行動データ
を基に最適化した情報を提供することで、Amazonや
Spotifyが活用していることで知られている。今後、消費者
のライフスタイルをより細かく分析し、パーソナライズされた
ソリューションを提供するニーズがさらに高まるとされ、ガー
トナーのレポートによると、2020年までにオンライン対話の
25%が仮想アシスタントによって実行されるという。機械学
習を使って、構造化されたデータをリアルタイムに表示する
スマートツールはAPIとして提供される。SDGsの達成を第

■図4．IVOWのCulture Graph
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一に、グローバルな文化の育成と、その関係を表示するナ
レッジグラフを人間中心に表示する。利用者にはチャット
ボットなどで情報が届く。ビジネスモデルは、エンタープラ
イズ料金とサブスクリプションの組合せで、既存のITシス
テムへの統合は年間25,000ドル（約270万円）で、分析料と
して文化の数に応じて月額99ドルから1,000ドル（約1万〜約
10万円）を徴収する。感情・知性・社会的プロファイリング
の分野では競合が存在するが、文化的なデータに注力し
た企業はなく競合はいないという。

4.2　Lucinity（アイスランド）

　AIを活用したマネーロンダリングなど金融犯罪の対策の
ために開発された「HUMAN AI」は、顧客のデータを共
有することなく防御する統合学習アプローチを取ることが
できる。毎年2兆円を超える資金が、テロ資金調達、人身
売買、麻薬密売などの闇市場活動から発生する資金で洗
浄されていて、その摘発率はわずか1％以下とされる。エコ
システム全体で学習を行い、顧客から多くの犯罪を排除す
るために開発された。複雑なマネーロンダリングのネットワー
クや、不審な行動パターンを見つけることができるAIアル
ゴリズムを構築し、TensorFlowがベースとなっている。ア
ルゴリズムの形成には、ニューラルネットワーク、グラフ
ニューラルネットを利用している。顧客データは疑似匿名化
してやりとりできる仕組みになっており、特許を出願してい
る。顧客にはデータに簡単にアクセスできるAPIを提供す
る。Crowberry Capitalから200万ドル（約2億円）調達し
ており、既にアイスランドの銀行indoに導入されている。

4.3　PinkLion（米国）

　AIファーストでクライアントのアプリケーションを開発する
先進企業である。AIを活用した安全なApp Storeを提供し、
企業に安心して選んでもらう仕組みを構築している。ディズ
ニー、オラクル、マイクロソフト、デル、Google、米国の金
融サービス企業S＆P global、米国のディスカウントストア
チェーンTARGET、米国のゲーム会社RIOT Gamesなどの
著名な巨大企業もPinkLion AIを採用している。提供するア
プリなどはPinkLionのダッシュボードを介して管理され、年
間利用料を徴収する。また、優秀なAI技術者を育成するた
めに15歳未満を対象としたユースハッカソンも主催している。

4.4　AVA（ドイツ＆英国）

　AIを活用して大量のデータを監視し、安全性とリスクを

計算するプラットフォームである。AVAが監視する主なデー
タを図5に示す。具体的には、インシデントと重要なイベン
トのデータを監視・管理・構造化してコンテキスト化する。
予測シナリオの策定は特許出願中である。主なターゲット
は、政府・警察・公共交通機関で、パイロットプロジェクト
は、警視庁が採用しロンドン市庁舎の警備に使われている。
クラウドベースの管理画面、ダッシュボードは数時間で構
築ができるという。

4.5　CAUSALENS（英国）

　主力商品の「Causality Infusioned AutoML」は、リア
ルタイムで、グローバル経済を予測するプラットフォームで
金融業界の標準となっている。金融業界だけでなく、エネ
ルギー、食糧関連、保険、石油とガス、健康管理、輸送
と物流の分野でも活用が期待される。因果推論を活用した
パイオニア的存在で、強みはトレーニングデータの豊富さで
ある。実際、CAUSALENSのAIは、最新の機械学習モデ
ルを42％上回ったという。 2019年に英国で最もエキサイティ
ングなAIスタートアップ29社の一つに選ばれ、英国最大の
投資ファンドUK Business Angels Association（URBAA）
のベスト投資賞を受賞した。

4.6　citibeats（スペイン）

　SNSやブログなどに投稿された大量のデータから、対象
の都市やコミュニティに関するものを選別・可視化すること

■図5．AVAが監視する5つのデータ
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で重要な課題を導出する倫理的なAIを構築している。この
10年間で、データは指数関数的に増加し、構造化されてい
ないデータ量は全体の80％にも及ぶという。しかもその大半
がテキストであり、どの企業も政府もデータを活かしきれて
いない。2年前に設立して以来、世界中で50以上の企業や
政府と取引しており、コロンビアとベネズエラの飢餓問題で
は、ニューヨークタイムズ紙が速報で報じた2週間前に、米
州開発銀行（IDB）に警戒サインを出すことに成功した。日
本では、株式会社エヌ・ティ・ティ・データと2018年に実証
実験を行い、その後商品化された。2020年は、Twitterの
投稿からCOVID-19に関する市民の声を地域ごとに理解す
るためのモニタリングサイトを開設し、対策に取り組む行政
機関や地方自治体に施策立案の材料として提供している。
強みは、NLP（神経言語プログラミング）と機械学習に基づ
いた独自のプラットフォームを使って、リアルタイムかつ広範
囲にトレンドを予測し、より安く情報を提供できることである。

4.7　visory（エストニア）

　コンピュータビジョンAIを使用して、画像や動画の中に何
が存在するのかを正確に把握し、予測することができる
SaaSシステムである。2022年までに世界中に4400億台のカ
メラが設置され、今後膨大な量の視覚データが蓄積される
ことが予測される。これをビジネスチャンスと捉え、既存の
カメラと自働的に連携できるカスタムビルドのAIビジョンシ
ステムを開発した。GDPRに準拠したセキュリティ対策も取っ
ている。ドバイで、交通量とその車種の測定や、安全上の
課題を検知するために導入された。小売店でスペースの全
体像を把握し、POSと組み合わせて分析することもできる。
駐車場の効率化と収益改善のためにも利用されている。

4.8　SENTINEL（エストニア）

　政府やメディアが、デジタルメディアのリスクを最小限に
抑える、フェイク情報に対応したAIソリューションを提供し
ている。ディープフェイクは2017年に登場して以来、前年
比900％増と指数関数的に増加している。2020年にはディー
プフェイクを使った悪質な詐欺行為によって2.5億ドル（約
260億円）失われているという。COVID-19では800人が偽
情報で命を落としたとされる。デジタルメディアをすべて吸
い上げ、AIで自働的に偽造を分析する。4層のディープフェ
イク防御が可能で、マイクロソフトなど他社の製品よりも突
出しているという。Skypeや著名なエンジェル投資家から
135万ドル（約1.4億円）を調達している。

4.9　VERDANT（米国）

　AIの技術革新を推進するイノベーションラボで、デジタ
ルヘルス・海洋テクノロジー・クリーンエネルギー・リーガ
ルテック・アグリテックなど幅広い分野にフォーカスしてい
る。まず、スタートアップスタジオで新しいビジネスを発明し、
イノベーションラボでは、データを豊富に保有する企業と
連携し、新しいブレークスルーを発見する取組みをしてい
る。例えば、バイオマスのエコシステムを構築して、何千ト
ンもの農業廃棄物を電解などに変換する取組みや、薬物中
毒患者のためのリカバリーセンターで、患者が必要とする
サポートやケアの内容を、AIを使って見極める仕組みを構
築している。

4.10　DorothyAI（米国）

　弁護士協力のもと、AIを活用して特許検索プログラムの
合理化を実現した（図6）。テキストから重要な概念を抽出

■図6．DorothyAIの画面

ITUジャーナル　Vol. 51　No. 4（2021. 4）10

特　集　  イノベーション・スタートアップ企業のご紹介―AI for Good Global Summitより―



するセマンティック検索を活用する。米国のデータベースに
ある5000万以上の特許出版物を機械学習させた。これに
より、特許検索にかかるアウトソーシングの数百万ドルの費
用が不要となり、特許検索を最大35％も短縮させることが
できる。特許取得にかかわるアドバイスも提供することがで
きる。

4.11　WRENCH（米国）

　顧客管理（CRM）ツールと統合して、ハイパー・パーソ
ナライズされたマーケティングを可能とするWrenchプラット
フォームである（特許出願中）。顧客の過去の購入履歴と
特性に基づいて、セグメントを作成することができる。アウ
トリーチに使用するのに最適なチャンネルを見つけたり、
人口統計学的及び心理学的洞察を調査して、顧客につい
て詳しく知ることができる。

5．環境＆アグリテック
　世界が今後直面すると想定される人口増加、食糧危機、
環境破壊、人手不足といった社会課題を解決しようと、AI
を活用した食・環境分野のイノベーションが進んでいる。
食品メーカーだけでなく、小売り、外食、物流など関連す
る業界は多岐にわたり、多くのビジネスチャンスが期待でき
る。

5.1　ｇreyparrot（英国）

　AIを活用した自動廃棄物監視システムで、廃棄物管理者
の利益拡大と埋め立て処分量の削減を目指している。世界
では、大量の廃棄物が年間20億トン以上排出されている。
さらに、そのリサイクル比率は14％以下と低く、EUは2035
年までにリサイクル比率を65％にすることを目標に掲げてい
る。この高い目標を達成するためには、効果的な方法でモ
ニタリングする必要があり、ビジネスの可能性を感じ起業し
た。ターゲットは、中規模から大規模な廃棄物管理事業者
である。驚くことに、オーストラリアと米国は廃棄物処理の
インフラが整っておらず、対象外とされている。既に、韓
国の国内最大のペットボトルリサイクル事業者、英国のプラ
スチック・紙・缶の埋め立て量削減のための残渣ラインの
監視、香港の埋め立て処分される航空機からの廃棄物モ
ニタリングに活用されている。
　このシステムは、AI・機械学習を駆使して、ガラス・紙・
段ボール・新聞・プラスチックなどを見分けることができる。
強みは多くの素材が混在する中で、高速のベルトコンベア

でも認識できる技術を持っていることである。監視して仕
分けをするだけではなく、廃棄物を管理し、見える化する
データ分析サービスも提供しており、分析とデータへのアク
セスの両方に課金を促している。従来の競合相手はAIを
使っておらず、唯一無二の企業と位置付けている。イタリア
のスタートアップ支援企業Sustainability、米国の半導体メー
カー NVIDIA、ロンドンのプロモーション会社LONDON & 
PARTNERS、英国政府が出資するベンチャー支援団体
CATAPULT Digital、トロント大学を拠点とするAIベン
チャー支 援プロジェクトCREATIVE DESTRUCTION 
LAB、ロンドンのコンサル会社TECH NATIONから支援
を受けている。ロンドンビジネススクール、英国の公立の
研究大学Imperial College London、ロンドンの国立大学
Middlesex University London、英国の科学、工学、技術
の公立の研究大学Cranfield Universityとも提携している。

5.2　AgShift（シンガポール＆米国）

　すべてのサプライチェーンに適用できる、AIを活用した
食品品質分析プラットフォーム「Hydra」を提供している。
品質検査のプロセスは手作業が100％で、出荷1回当たり
最低4回検査される。検査の大変さから、サンプル数を減
らす生産者もいる。さらに、検査項目は、状態・大きさ・形・
重さ・色・堅さなど多岐にわたり、検査員の訓練も煩雑で
時間とコストがかかるわりに、人手は主観的な解釈が入りミ
スも多くなる。そこで、客観的かつ正確な品質評価を高速
で行い、通常の運用コストの4分の1でできるプラットフォー
ムを開発した。このシステムを使えば、通常のサンプル調
査の10倍以上に数を増やして検査することが可能になる。
クラウド対応のディープランニングプラットフォーム「Hydra」
は特許を取得している。サンプルをリアルタイムで分析する
深層学習モデルとアルゴリズムで、品質評価を行う。ベトナ
ムなどの処理施設や、カリフォルニアの大手処理施設に導
入されている。

5.3　Intello Labs（インド）

　アグリテックのスタートアップで、AIと機械学習を活用し
て、非破壊的かつ低コストで新鮮な農作物の品質を自動的
に評価及び分析するシステムを提供している。毎年、世界
で5000億ドル（約53兆円）の果物と野菜が浪費されており、
サプライチェーンの中で、食品の31.6％が失われているとい
う。サプライチェーンの透明性を高め、食品廃棄物を減ら
すことを目的としている。強みは、45種を超える生鮮食品
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に特化していることと、豊富なデータセットである。手順は、
①スマートフォンで食品の画像を撮る。②AIベースのアル
ゴリズムが画像処理してサンプルの品質レポートを作成す
る。③データが照合され、高品質のダッシュボードに表示
される。分析精度は90％以上を誇る（図7）。インド・米国
のベンチャーファンドNexus Venture Partnersとインドのア
グリテックファンドOmnivoreから200万ドル（約2億円）の
資金を調達し、東南アジア、特にインドネシアとマレーシア
で拡 大を図った。インドのコンビニチェーンReliance 
Fresh、米国の大手食品会社ドール・フード・カンパニー、
米国の農協組合Ocean Sprayや中国・東南アジアの食料
品会社と提携している。

5.4　HawaDawa（ドイツ）

　大気汚染物質の詳細なヒートマップを作成し、APIとして
地方都市や企業に販売する環境インテリジェンス企業であ
る。世界規模で毎年700万人が大気汚染で死亡し、500兆
円以上の損失を生み出しているという。目的は、環境デー
タを地方都市や企業の意思決定の主流に据え、市民が綺
麗な空気を吸えるようにすることである。起業のきっかけ
は、喘息患者向けに空気を測定するウェアラブルデバイス
の開発であった。ESA（欧州宇宙機関）とNASA（米国航
空宇宙局）が、世界中の大気の品質データを連続的に提供
できるようになったことや、EUが2020年2月に発表したデ
ジタル戦略で、AIを活用した産業データの活用を目指す方
向転換を示したことで、プラットフォーム開発に踏み切った。
データは、コペルニクス大気監視サービス（CAMS）が提
供する地球観測データや、天気情報、交通道路情報、町
中にはりめぐらされたセンサーによる情報などを複合的に

収集する。活用が想定される分野は、環境に配慮された
都市計画・モビリティとスマートシティの実現、都市開発と
その評価に活用される不動産分野、医療提供者の情報提
供を行うなどのヘルスケア分野、金融商品ソーシャルインパ
クトボンドの提供など多岐にわたる。現在は、ドイツ・スイ
ス・英国の20を超える都市のデータを網羅している。

5.5　gotodigital（スペイン）

 　飲料水の問題解決に取り組むディープラーニングプラッ
トフォーム「boorie platform」を計画している。飲料水の
40％がパイプラインの途中で失われており、供給量と利用
者のメーターに記録された量に乖離があるという。boorie 
platformは、SuperBotを訓練し、AIを活用してポンプや
貯水槽管理におけるエネルギー効率の向上、水質改善の
ための薬液注入の最適化や、漏れを減らすための圧力の
最適化など、運用管理を改善することを目的としている。
今後、地震などの災害やテロ攻撃による水質汚染に備える
ことも視野に入っている。

5.6　WARDEN MACHINERY（ロシア）

　様々な写真や動画から取り込んだデータを、マシンビジョ
ンを活用して廃棄物を把握するソリューションを提供してい
る。世界で毎年800万トンのプラスチック廃棄物が海に流さ
れているが、大陸ごとに廃棄物のバリューチェーンが細分
化され、廃棄物の追跡や監視ができていない。インプット
するデータは、街中にある監視カメラの映像や、ドローン
で撮影された映像などである。ニューラルネットワークによっ
て廃棄物の検出と分類などを分析し、ゴミの量や範囲を測
定する。誤差は70cm程度におさえられている。想定される

■図7．Intello Labsのイメージ
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ユーザは地方自治体や、政府関係者である。2020年2月に
インドネシアでプラスチックゴミを減らす取組みを開始し
た。今後5年間で70％の削減を目指す。

5.7　VILLAGE DATA ANALYTICS（VIDA）（ドイツ）

　欧州宇宙機関の支援を受けて開発された、AI・機械学
習を用いたオフグリッド電化の分析や計画を行うためのツー
ルである。衛星画像・公開データ・ユーザデータ・エネルギー
モデリングなどの様々なデータを利用して、カスタマイズさ
れた機械学習アルゴリズムが、オフグリッドに適した村を自
動的に特定し、投資側に提案することができる。アフリカ
やアジアの発展途上国を中心に、電気を利用できない人は
10億人もいるという。彼らが電気を利用するためには、
5000万個のソーラーシステムが必要となる。発展途上国に
対する大規模な投資を促進し、貧困に対処することを目的
としている。主な対象は、政府・開発系金融機関・投資家・
ミニグリッド開発企業・オフグリッド太陽光発電会社である。
既に、インド・パプアニューギニア・タンザニア・ケニア・ナ
イジェリア・南アフリカで電化プロジェクトの実績がある。

5.8　SIPRIMO（ブラジル）

　ニューラルネットワークを活用した災害予測クラウドで、
NASA・FEMA（アメリカ合衆国連邦緊急事態管理庁）の
データを活用して監視エリアの差し迫った災害アラートを出
すことができる。世界各地の災害でもたらされた損失額は、
2019年は420億ドル（約4.4兆円）、過去4年間で1730億ドル

（約18兆円）以上に及ぶといわれている。2020年2月にパイ
ロットサービスをブラジルの都市バルエリで提供したとこ
ろ、71％の精度で該当地域の洪水による被害状況を予測

することができた。政府や企業に、気象予測と災害状況を
可視化された分析情報として提供することを目的としてい
る。ビジネスモデルは、政府や自治体向けに月額のサブス
クリプションを想定している。SIPRIMOのプラットフォーム
は24時間365日監視しており、AIが災害発生の数時間前に
ユーザに通知する。通知を受けた政府や自治体は、災害
の影響を回避、もしくは最低限に抑えるための対策を取る
ことができる。市民に直接アラートを出すこともできる。

5.9　GREEN HYDROGEN SOLUTIONS（英国）

　革新的な再生可能エネルギーとされるグリーン水素を製
造する会社である。ビッグデータとニューラルネットワーク
を組み合わせることでリーズナブルなソリューションを展開
している（特許出願中）。AIを活用することで、エコでスマー
トな電気システムを提供することができ、低コストで再生可
能な電力の実現を目指している。最新の電解槽技術を活用
して水素を安価に作り出すことができるのも強みである。
水素エネルギーをめぐる技術開発は急速に進展している。
法律の改正や業界団体の整備なども必要となっている。

5.10　eAgronom（エストニア）

　農場経営を支援する分析ツールやコンサルティングサー
ビスを提供している。ビジョンは、化学物質の使用を制限し、
農家の利益を増やすことで農業をより持続可能なものにす
ることである。スマートフォンのアプリで簡単に、在庫管理
や収穫の分析ができるのが特徴である（図8）。2016年に
創業を開始して、2017年にはエストニアの市場シェア70％
を獲得した。ラトビア・リトアニア・ポーランド・スロバキア・
チェコ共和国・ドイツでも活動をしている。

■図8．eAgronomの主な機能
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6．チャットボット＆ロボット
　日本でもチャットボットは、既に国内の大手EC・金融機
関を中心に利用されている。COVID-19の感染拡大に伴う
外出自粛や在宅勤務が本格化したことで、コンタクトセン
ターの縮小や一時閉鎖を余儀なくされ、結果的にチャット
ボットの利用が増加した。さらに、感染を防ぐために、窓
口や受付けにロボットを置く取組みも見られるようになっ
た。今後も、チャットボットやロボットとの会話をより自然
に行うための開発などが進み、顧客コミュニケーションの
主要な手法になっていくことが期待される。

6.1　EQ4ALL（韓国）

　災害やパンデミックなどの緊迫した状況下で、安全に関
する情報を的確に提供できるように開発されたクラウド型
VR手話アプリである（図9）。WHOによると、聴覚障害者
は4億6600万人で、主要な言語は手話英語となっている。
2050年には9億人を超えると予想され、需要が見込めると
判断した。キーテクノロジーは、自然言語処理・機械学習・
マシンビジョンである。韓国情報通信相が資金を提供して
開発され、交通機関や公共の場で利用されることを想定し
ている。交通機関などが利用料を支払い、エンドユーザは
無料となっている。

6.2　JusticeBot（ウガンダ）

　24時間365日無料で弁護士とつなげるAI搭載のチャット
ボットで、法的手続きや情報が無料で提供され、相談料も
安く設定されている。ウガンダやコンゴでは、法的な問題に
直面しても、簡単に法的情報にアクセスして相談することが
難しいため開発された。その証拠に、アフリカでは35に及

ぶリーガルテックのスタートアップが存在する。JusticeBot
は、2045年までに6000万人の人々を救い、アフリカ全土の
弁護士6,000人に雇用の機会を提供することを目標としてい
る。フェイスブックを活用して分かりやすいインタフェースと
なっている。ビジネスモデルは、弁護士相談料から10％徴
収する手数料と、裁判手数料と広告料からなる。既に3.3万
人が登録し、7.6万件を解決している。

6.3　pactum（エストニア）

　大規模なビジネス契約を自働的に交渉してくれるAIソ
リューションである。一連の契約交渉に価値関数をマッピ
ングし、あらかじめプロのネゴシエーターによって準備され
たベストプラクティスを、チャットボットで確認しながら進め
ることができる。Skypeの創設者とエストニア政府が事業
を支援している。KPMGの調査によると、非効率な契約は
17〜40％の損失をもたらすとされ、Fortune Global 500企
業にとって200〜5000億ドル（約2.1〜約53兆円）の機会損
失を意味する。ビジネスモデルは、成約に至った場合にの
み課金される。既にウォルマートがパートナーシップの見直
しに活用している。

6.4　Lingvist（エストニア）

　AIを活用した適応型言語学習プラットフォームである。
英語・スペイン語・フランス語・ドイツ語・ロシア語・エス
トニア語に対応している。15億人が英語を学び、1000兆
円のeラーニング市場とされる。ビッグデータ分析で重要な
英単語から学習できること、忘却曲線分析で忘れにくい学
習方法であることが特徴である。エストニアの物理学者に
よって開発された。2015年に楽天等から出資を受けている。
楽天は社員の英語学習に活用するだけでなく、自社サービ
スとしても提供している（2,000円〜/月）。

6.5　ROYBI（米国）

　MITお墨付きの3〜7歳の子供用に設計された言語学習
ロボットで、幼児期のスキルを発達させることを目的として
開発された（図10）。子供の顔を検出し、個々のユーザを
認識してレッスンを開始することができる。1台299ドル（約
3.1万円）で、約70カテゴリと500のレッスンのほか、歌、ゲー
ムなど多様なメニューに対応し、英語、中国語、韓国語、ス
ペイン語を対象としている。5年間で蓄積した子供15万人の
音声データに基づくKidSenseエンジンを開発した。COPPA

（連邦児童オンラインプライバシー保護法）に準拠している。

■図9．EQ4ALLのサービス画面（COVID-19対策を解説）
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クラウドファンディングが始まりで、米国のほか、カナダ、
東アジア、中東でも販売実績がある。現在は、語学学習
の需要が高い中国に重点を置いている。

6.6　EMT ASSIST（米国）

　EMTアシストは、救急医療を支援するハンズフリーのデ
バイスと、ボイスアシスタントの組合せである（月額9.97ドル

（約1,000円）のサブスクリプション）。救急患者のデータは、
リアルタイムに医療システムと連携される。症状別に適切な
治療・対応方法を救急隊員に指示できるほか、患者の状
況を判断するアセスメント機能もある。

7．ファイナルイベント
　2020年11月19日に、スタートアップ紹介の7回のイベントの
最後を締めくくるAI for Good Innovation Factory Grand 
Finaleが開催された。ファイナルイベントには、ソリューション
のアイデア（ニーズ・独自性・新規性）、AIの革新的利用の有無、
SDGsの関連性、拡張性、チーム、プレゼンテーションスキル
等で評価されたスタートアップの35社のうちトップ4が選ばれた。
トップ4には、ヘルスケアの「PROJECT CHILD GROWTH 
MONITOR」、先進AIソリューションの「citibeats」、環境＆
アグリテックの「greyparrot」と「HawaDawa」が選出され
た。ファイナルイベントでは、4社によるショートプレゼンと
審査員とのQ&Aの後、視聴者によるウェビナー投票が行わ
れ、1位citibeats 61％、2位PROJECT CHILD GROWTH 
MONITOR 18.2％、3位greyparrot 16％、4位HawaDawa 
4.8％となった。この結果は20%の比率で最終選考に考慮

■図10．ROYBIのロボット

欧州 北米 アジア その他 合計

ヘルスケア 4 3 0 コロンビア1 8

先進AIソリューション 6 5 0 0 11

環境＆アグリテック 7 0 2 ブラジル1 10

チャットボット＆ロボット 2 2 1 ウガンダ1 6

合計 19 10 3 3 35

■表2　スタートアップ企業と本社拠点国

された。最終結果発表の前に、ITU電気通信標準化局長
のChaesub Lee氏が参加し、スタートアップの挑戦は、
SDGsの達成やCOVID-19を解決するのに重要であること
を改めて述べるとともに、すべてのスタートアップと本イベ
ントを支えた運営側のスタッフを称えた。その後、ファイナ
リストとして「greyparrot」が発表された。トップ4社には、
Fallingst Technologies LLCの融資が約束され、ファイナ
リストには、The IPRESTIGE Emerge Fund LLCから
3,500ドル（約36万円）が提供される。
　今回取り上げた35社の分野別・本社拠点国との関係を
表2に示す。AIサミットがスイスで開催されるイベントとい
うこともあり、欧州を拠点とするスタートアップが最も多く、
アジアのスタートアップは少なかった。日本のベンチャー企
業に至っては0であった。TTCとしても、活動を注視しな
がら積極的に日本が関与できるように様々な支援を行って
いきたい。
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